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幼児教育の「質」が子供の学力や非認知能力に与える効果の検証
幼児教育の質と子どもの学力 

社会保険、職業訓練、現金給付など公共政策は多岐

にわたるが、過去 50 年にわたるアメリカの 133 の

公共政策を評価した最新の論文によれば、もっとも

費用対効果が高いのは子供の教育と健康への投資だ

という。公共政策として行った子供の教育や健康へ

の投資の多くは、子供が大人になった後の税収の増

加や社会保障費の削減によって、初期の支出を回収

できていることも示されている（Henderen and 
Sprung-Keyser, 2020）。とりわけ幼少期の教育投資

の収益率が高いことを示した研究は多い。例えば、

2000 年にノーベル経済学賞を受賞したシカゴ大の

ジェームス・ヘックマンらの研究は、1960 年代の半

ばから 40 年以上も同一個人を追跡した調査をもと

に、質の高い幼児教育を受けた子供は、成人後の学

歴、就業、所得等の面で恵まれ、社会的に安定した

生活を送っていることを明らかにした（Heckman et 
al, 2000）。 
数々の学術研究が幼児教育の重要性を示しているに

もかかわらず、それはあまり広く知られていない。

イギリスで行われた研究によると、子供をもつ親は、

幼児期よりも就学後の教育のほうが費用対効果は高

いと考えており、幼児期の投資とその後の投資は補

完関係ではなく代替関係だと認識しているという

（Kinsler & Pavan, 2021）。そして驚くべきことに、

親だけではなく幼稚園教諭・保育士・小学校教員で

すらも同様の傾向がある。私たちの研究グループが

東京都 B 市で幼稚園教諭・保育士・小学校教員、約

530 名を悉皆的に調査した結果によると、基礎学力

の獲得にもっとも重要な時期は「高校」と答えた人

が 84.9％、人格形成にもっとも重要な時期は「大学・

大学院」と答えた人が 72.3％を占めた（中室, 2020）。 
2.5 万人の子供のデータを分析した日本財団（2018）
によると、保護者の経済力による子供らの学力や非

認知能力の格差は既に小学校入学前から存在してい

るという。もし、貧困の世代間連鎖を断ち切ろうと

するのであれば、子供たちの学齢がなるべく小さい

ときから介入するのが合理的だ。前出のヘックマン

は、幼少期の教育投資の効果が特に大きいのは貧困

世帯の子供たちであり、貧困の世代間連鎖を食い止

めるためには、親に対する所得の再分配よりも、不

利な状況にある子供に質の高い公教育を提供すると

いう「事前分配」のほうが経済効率が良いと主張す

る。 
近年のわが国の教育に対する公的支出は、幼児教育
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 本プロジェクトでは、幼児教育の「質」が子供たちの発達や就学後の学力に与える影響を明らかに

する研究を、首都圏の 2 自治体と共同で実施した。幼児教育の質を図る指標として「保育環境評価ス

ケール」を用いた。評価の対象となるクラスに在籍する約 1,300 名の児童の発達の計測のほか、児童

の保護者と担当保育士に対する質問紙調査も実施した。自治体内の幼稚園・保育所で、悉皆的に、保

育の質、児童の発達、児童の保護者と担任保育士の状況について丹念にデータを取得し、同一児童を

中学校卒業時まで追跡する。同評価スケールの結果に基づいて幼稚園や保育所にフィードバックを行

うことがスケールのスコア自体と、その後の児童の発達や学力に与える影響についても検証を行い①

幼児教育の質の高い施設で教育を受けた子どもたちは就学後の学力が高いこと、②1 時間程度のフィー

ドバックで構成されるProfessional Developmentプログラムを実施することで幼児教育の質を高めら

れることを確認した。 
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の無償化など、教育の需要サイドに働きかける再分

配政策が中心となってきた。「人づくり革命」と称す

る新しい経済政策パッケージでは、2019 年 9 月から

3～5 歳児の通う幼稚園・保育所の利用料は無償化さ

れることとなった。幼稚園や保育所利用の経済的負

担は決して軽くはないため、幼児教育無償化は多く

の保護者から歓迎されたと見られる。しかし、これ

には注意が必要だ。1997 年にカナダのケベック州で

は、現在の日本と同様に保育所の利用料の大幅引き

下げが実施された。これによる保育所利用増加の影

響を調べた論文によれば、この政策が行われた後に

保育所を利用した子供たちは、10～20 代になった後

の健康・生活満足度・非認知能力が低下し、犯罪に

関与する確率が増加したことが明らかになっている

（Baker et al, 2019）。利用料引き下げによって、保

育所への需要が増加し、保育所の「量」は増加した

のだが、その分「質」が低下したことが原因だと考

えられている（Japel et al, 2005）。つまり、幼児教

育の効果は、それが好影響の場合と同様、悪影響で

あっても長期にわたって持続することが示されたの

だ。 
現在、わが国では、32 万人とも推計される待機児童

の解消に目途が立っておらず、政策の優先順位は保

育所の「量の拡充」にあり、幼児教育の「質の向上」

にはほとんど注意が向けられていない。しかし、ケ

ベック州で見られたように、「量」の拡充に伴って、

「質」が低下し、子供たちの将来の成果に悪影響を

及ぼさないかということが懸念される。幼児教育無

償化政策のもとで、待機児童を解消しつつ、同時に

「質」の高い幼児教育を提供することはできるか。

本プロジェクトでは、この問いに対する科学的根拠

の蓄積と幼児教育に関する政策形成に貢献すること

を目指す。 
なぜ、幼稚園や保育所に注目するのか。海外と比較

すると、日本の子供は幼稚園や保育所で過ごす時間

が長い。2015 年に始まった「子ども・子育て新支援

制度」のもとでは、日本の保育所は 11 時間開所を標

準としており、90％以上の子供が 1 日 7 時間以上、

週 5 日ないし 6 日を保育所で過ごしている

（Yamaguchi et al, 2017）。幼稚園は幼稚園教育要

領により 1 日の教育時間が 4 時間と定められている

が、その後に預かり保育をしている園は多い。幼児

教育実態調査（文部科学省, 2020）によると、週５

回の預かり保育を実施している幼稚園は 87.8％に上

る。つまり、幼稚園や保育所に通う児童は生活時間

の大半をそこで過ごしているのである。このため、

幼児教育の質について考えるのであれば、幼稚園や

保育所における環境に注目する必要がある。 
 そこで本研究では、本プロジェクトでは、幼児教

育の「質」が子供たちの発達や就学後の学力に与え

る影響を明らかにする研究を、首都圏の 2 自治体と

共同で実施した。埼玉県 A 市では市内の全認可保育

所（44 か所・80 クラス）を対象として、東京都 B
市では、市内の全認可幼稚園・保育所（19 か所・24
クラス）を対象として「保育環境評価スケール」を

用いた幼児教育の質の評価を行う。評価の対象とな

るクラスに在籍する約 1,300 名の児童の発達の計測

のほか、児童の保護者と担当保育士に対する質問紙

調査も実施する。自治体内の幼稚園・保育所で、悉

皆的に、保育の質、児童の発達、児童の保護者と担

任保育士の状況について丹念にデータを取得し、同

一児童を中学校卒業時まで追跡する。同評価スケー

ルの結果に基づいて幼稚園や保育所にフィードバッ

クを行うことがスケールのスコア自体と、その後の

児童の発達や学力に与える影響についても検証を行

った。 
 ここでは特に、東京都 B 市のデータを用いて、就

学前の幼児教育の質と学力の関連についての分析に

ついて述べる。 

図１：幼児教育の質が学力に与える影響 

 

 5 歳児クラスでの幼児教育・保育の質は、同時点

での子どもの発育状況に対しては明確な効果は見ら 
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れなかったものの、良質な幼児教育・保育は、親の

子どもに対するポジティブな感情や良好なメンタル

ヘルスをもたらす効果のあることが示された。さら

に、5 歳児クラス時点での良質な幼児教育・保育は、

小学 2 年生時点での高い学力をもたらしたことが示

された（図１）。保育環境評価スケールで評価される

項目について、スコアが 3（スコアは最低 1～最高 7）
を下回った項目のみに焦点を当て、なぜそのスコア

になったのか、改善するとすればどのような方法が

考えられるかを専門家がクラス担当保育者と施設長

に対して説明するとともに、施設側と結果について

議論することを中心とするプログラムを考案した。

所要時間は約 1 時間である。東京都 B 市内の幼稚園

と保育所を介入群（PD プログラムの対象）と対照

群にランダムに割り付け、介入群にのみ PD プログ

ラムを実施した。分析の結果、PD プログラムの実

施により保育環境評価スケールの全体スコアが有意

に上昇し、保育者の子どもに対する態度に関連する

指標群や物（教材や玩具など）に関連する指標群で

改善が示され、本プログラムの効果が示された（図

2）。 
 

 

 

 

 

図 2：フィードバックプログラムの効果 

 

幼児教育・保育の質が就学後の子どもの学力に影響

を与えるという、幼児教育・保育の質と子どもアウ

トカムとの因果的関係を日本の幼児教育の文脈で初

めて示した研究といえる。また、良質な保育の質が

子どものみならず親のメンタルヘルスを向上させて

いたという点は、就学前教育施設が有する子育て家

庭をサポートする機能の効果が示されたともいえる。

良質な幼児教育・保育が、特に困難な家庭背景をも

つ子どもだけではなく、どのような家庭に育つ子ど

もにとっても良い影響をもたらすことを示す本研究

の結果は、幼児教育・保育の質に対する政策的、財

政的投資をすすめて行くうえで重要なエビデンスと

なるだろう。 
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